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王冠に嵌め込まれたひときわ輝く宝石にもたとえられるヨーロッパ人権裁判所（European　Court　of
Human　Rights）は、ヨーmッパ人権条約（Convention　for　the　Protection　of　Human　Rights　and　Fundamenta1
Freedoms、以下、　ECHRと記す）制定時には到底想像できなかった実績と信頼を確立するに至ったといっ
てもおおげさではない。保障する人権の内容の点でも、人権を実施する措置の点でも、持続的発展を成
し遂げてきた1。しかも、そのような実績があるからこそ、いまや国内機関との連関2、EU（とくにEU基
☆短期大学教授
1最近の動向で言えば、実施措置の点では、第11議定書による制度改革（単一常設裁判所設置）、保障内容の点では、
第12議定書（包括的差別禁止）、第13議定書（死刑全廃〉を挙げることができる。第11議定書にっいては、後掲註
12及び江島晶子「ヨーロッパにおける人権保障システムの発展一ヨーロッパ人権条約第11議定書調印を契機として
一］明治大学短期大学紀要　57号（1995）参照。第12議定書については、徳川信治「欧州人権条約第12議定書の成
立」立命館法学271・272号（2000）1209頁、第13議定書については＜http：／／conventions．　coe．　int／Treaty／en／
treaties／html／187．　htm＞参照。
2例えばドィッ連邦憲法裁判所長官の見解として、Cf．，　Limbach，　Inter－Jurisdictional　Cooperation　within　the
Futu「e　Scheme　of　Protection　of　Fundamental　Rights　in　EuroPe，21　HRLJ　333（2000）．また、1998年人権法制定に
よりヨーロッパ人権裁判所判例の影響がより直接的になりうる例として、江島晶子『人権保障の新局面一ヨーロッパ
人権条約とイギリス憲法の共生』（日本評論社、2002年）参照。
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本権憲章3）、国際刑事裁判所4をはじめとして各種国際機関との連関において、ECHRとヨー一ロッパ人権裁
判所は重要な地位を占めている。締約国の憲法裁判所裁判官の一部をヨーロッパ人権裁判所長官が任命
するという例は、その最も象徴的な例として挙げられる5。
　　　　　　L　こうした実績を作り出した最大の牽引車は国家申立ではなく個人申立6である。そして個人申立を契機
としてヨーロッパ人権裁判所（第11議定書以前はヨーロッパ人権委員会とヨーロッパ人権裁判所）が作
り出してきた判例の蓄積はECHR判例法として、上述の諸機関に重要な影響を及ぼしている。
　ところで、現在のステイタスを築いた、t約半世紀にも及ぶその過程は、当初、ヨーロッパ人権条約や
ヨーロッパ共同体を見て、「世界政府7」、「国際法から超国家法へ8」といった言葉を用いて描いた将来的
展望とは異なる様相を呈したプロセスだったのではないだろうか。ECHR上の人権が国際機関によって国
際的にも国内的にも「上から」実現されるというのではなく、むしろ補充性subsidiarity9を前提として、
慎重かつ謙抑的な判断を積み重ねてきたことが、結果的に、締約国の条約離脱10という拒絶的態度を招く
のではなく、締約国の積極性には強弱があるものの締約国による一応の判決履行を確保してきた。そし
て穏健なものにせよ、その積み重ね自体の重みを否定できない。現時点では、ヨーロッパ社会の一員と
して国家がECHRを受け入れるのは当然の前提である。第11議定書によって、個人申立権および裁判所
の管轄が選択的ではなく義務的となったことも、現段階の各国家の認識レベルを非常に象徴的に示す変
更である。もはやいかなる締約国も、国内においてとった措置について自国の機関以外の判断に服さざ
るを得ないのである。
　現在、申立件数のさらなる急増にいかに対処するかという観点から、機構改革の議論が始まっている。
これは、改革自体が不成功に終わったというよりは、個人申立急増が裁判所に対する信頼と期待を意味
するとすれば、改革が追いつかないほどの「成功」が成就したということである（裁判所は「自己の成
功の犠牲者」と言われる）。だが、いまや申立急増問題に迅速に対応しなければこの成功さえも灰儘に帰
してしまう。しかも単なる効率化やスタッフ・財源の増強だけで対応できない問題だという認識も存す
る。すなわち、ヨーロッパ人権裁判所は誰のために何をするどのような裁判所なのか、ヨーロッパ人権
裁判所の性格・目的・役割に踏み込んだ議論が必要とされている。たとえば、ヨーロッパ人権裁判所の
目的は、個人の申立の尊重なのか、それともヨーロッパ人権条約（憲法的文書）によって作り出される
人権秩序（憲法的秩序）自体の保障なのか（後者だとすれば、ヨーロッパ人権裁判所は、個々の具体的
3　KrUger　and　Plakiewicz，　Proposals　for　a　Coherent　Human　Rights　Protection　System　in　Europe　：The　European
Convention　on　Human　Rights　and　the　EU　Charter　of　Fundamental　Rights，　22　HRLJ　1　（2001）．
4　Caflisch，　The　Rome　Statute　and　the　European　Convention　on　Human　Rights，　23　HRLJ　1　（2002）．
5　Press　release　issued　by　the　Registrar，　10　July　2002，　〈http：www．　echr．　coe．　int／ing／press／2002／july／
nominationsconstitutionalcourtbosnia－herzegobinaeng．　htm＞．　デイトン協定に基づき設置したボスニア・ヘルツ
ェゴビナの憲法裁判所のこと。
6個人申立の意義は、江島晶子、前掲註2、289頁参照。
・7 攪_レベルでの話ではある。典型例として、ヨーロッパ共同体にっいてではあるが、阿部照哉「主権委譲の憲法的
考察」法学論叢81巻6号（1967年）3頁。
8宮崎繁樹『国際法における国家と個人』（未来社、1963）84頁。
g　European　Court　of　Human　Rights，　Analysis　of　the　Court’　s　Case－Law　in　2001，　Document　prepared　by　the
Jurisconsult　under　the　authority　of　the　President　of　the　Court，　23　HRLJ　130　（2002），　at　130．
10過去にギリシアの離脱・再加入という例が一っあるが、現在はECHR加盟が、ヨー－nッパ社会における基本原理承認
を意味し、事実上EU加盟の前提条件とみなされている。
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権利のみならずECHR（人権）秩序を保護する憲法裁判所的存在に接近し、かつ同裁判所の正統性が問わ
れよう）。後に検討する評価グループ報告書の中にもこうした発想の一端が見受けられる。他方、この点
について、ストラスブールへの個人申立を支援してきた人権NGOや一部の法律家からは個人申立を制約
するものだとして批判の声もあがっている。
　そして、第11議定書の機構改革は、同裁判所判決に影響を与えたのか11、その結果、ヨーロッパ人権
裁判所のあり方自体に質的変化をもたらしているのかは、上記の問題に取り組む出発点となろう12。本稿
では、以上のような問題意識から、機構改革後の現状と、その現状に対して新たに始まった機構改革の
論議について、閣僚委員会の設置した評価グループEvaluati。n　Group（以下、　EGと記す）の出した報告
書（以下、EGRと記す）13を主たる素材として検討し、そこに出てくる提案の分析を通じて、ヨーロッパ
人権裁判所が今後の人権保障について自己をどのように再定義し、どのような方向性に踏み出そうとし
ているのか、その動向を探る。具体的には、まず、新裁判所稼動後の状況を概観し、問題状況を明らか
にする。次に、新たな検討がどのように始まったのかについて、EG設置を中心に明らかにする。その上
で、提案されている対応措置を分析・検討する。
1．新ヨーロッパ人権裁判所の現状
　機構改革の内容を検討する前提として、新しいヨーロッパ人権裁判所を取り巻く現状について、EGの
分析についても触れながらここで整理しておく。事件数の急増の背景には、1990年代以降の締約国の急
増がある。おおざっぱな言い方をすれば、ベルリンの壁崩壊後に締約国数は23ヶ国（1989年末）から44
力国（2003年1月17日現在）とほぼ倍になり14、全締約国の総人口は約8億人にのぼり、まさに広大な
地域と莫大な人口を対象としていることになる15。こうした状況に対峙する裁判所側の人的・財政的基盤
はどのようなものであろうか。ヨーローッパ人権裁判所（1999年まではヨーロッパ人権委員会も含む）
に対する予算は、年々上昇しており、ヨーロッパ評議会の他の予算項目と比較すると’その伸び率は倍で
ある。しかし、1989年直後のヨーnッパ評議会拡張期の上昇度と比較すると第11議定書発効時の増加度
は小さい（2002年度予算案は2920万ユーロを予定）16。
1！ 訣ﾙ判所の条約解釈からの訣別では全くないが、過去の遺産の改訂が行われているという評価がある。European
Court　of　Human　Rights，　Analysis　of　the　Court’　s　Case－Law　in　2001，　supra　note　9，　at　130．
12Vしい裁判所に対する評価として、小畑郁「ヨーロッパ新人権裁判所一その設立とその2年半余の活動」国際人権
12号（2001）12頁、Clements，　Striking　the　Right　Balance：the　New　Rules　of　Procedure　for　the　European　Court
of　Human　Rights，　［1999］　EHRLR　266　（1999），　Mowbray，　The　Composition　and　Operation　of　the　new　Europearl　Court
of　Human　Rights，　［1999］　PL　219　（1999），　Drzemczewski，　The　European　Human　Rights　Convention：Protocol　No．　11－
Entry　into　Force　and　First　Year　of　Application，21　HRL∫1（2000）．筆者は、裁判所が常設となり、裁判官が非
常勤ではなく常勤となったことは、質的な変化をもたらす重要な要因と考えている。
13　C・㎜ittee・f　Mi・i・t・r・，　C・・n・il・f　E・r。P。，　R。p。rt。f　th。　Eval。。ti。n　G。。up　t。　th。　C。㎜ittee。f　Mi。i，t、r、
on　the　European　Court　of　Human　Rights，　EG（2001）1，　27　September　2001　（hereinafter　as　EG）．〈www．　cm．　coe．　int
＞のDocumentsセクションにてダウンロード可。なお、報告書の該当パラグラフを示す場合には該当するパラグラフ
番号を付記する。
14モ?狽狽o：／／www．　echr／coe，　int／Eng／Edocs／DatesOfRatifications，html＞．もっとも新しい批准国はボスニア・ヘルツ
ェゴビナで2002年7月12日である。
15柾奄ｩら申立権者は条約加盟国国民に限定されない。申立人が自国を訴えるケ・一一スが殆どなので、締約国の増加が
申立の急増に貢献すると推測できる。
ユ6 V00万ユーロ（1989年）、2200万ユーロ（1997年）、2300万ユーロ（1998年）、2500万ユーロ（1999年）、2600万
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　2001年2月1日時点のヨーローッパ人権裁判所書記局の陣容（EGR　18）は、295名のスタッフ（常勤
185名、非常勤95名、見習職員15名）を擁iし、その内196名が申立処理に携わるスタッフ（その内、常
勤法律家62名、非常勤法律家31名）である。こちらも年々増加し、たとえば1989年時に常勤スタッフ
は74名であったのが2001年は185名に達した。2000年12月にはスタッフの増強（45名の非常勤法律家
と15名の秘書）が承認された。その副産物として、施設の収容力にも問題が発生している（EGR　19）。
　申立の処理状況は下記のようである17。Provisional　filesとしての申立件数は、4，　108件（1988年）、
4，900件（1989年）、4，922件（1990年）という水準から、20，578件（1999年）、26，331件（2000年）、
31，393件（2001年）へと急増し、年間3万件を越えるに至っている。正式登録に至った件数は、1，　009件
（1988年）から、8，400件（1999年）、10，482件（2000年）、13，858件（2001年）へと同様に増加して
いる。裁判所の判決数は、26件（1988年）から、177件（1999年）、695件（2000年）、888件（2001年）
と、こちらも想像を絶する増加率で、このままの高水準で増加し続けるとすれば、単なる効率化・スタ
ッフ増強では対応しきれないという認識は当然である。2001年7月時点で、18，000件の登録された申立
が裁判所で係属中であり、裁判所は日に800通の手紙（個人申立の出発点）を受け取っている（EGR　22）。
　さらに、現在の処理状況を詳細に見ると、本案審理にまで進む事件は少数であることもわかる。たと
えば、2000年は、正式登録された申立が7，711件処理されたが、そめ内6，774件（88％）は非受理また
は抹消である（殆どの事件は3人の裁判官で構成される委員会Co㎜itteeで処理される）。友好的解決は
227件（2．9％）に過ぎない。本案に関する判決の対象となったのは695件で全体の9％足らずである（EGR
28）。
　審理にかかる時間の点（EGR　30）では、審理過程を第1期（受理に関する第1次審理：委員会）、第2
期（受理に関する第2次審理：：小法廷）、第3期（本案審理：小法廷）、第4期（大法廷による再審理）
として考えると、第1期から第3期までを2年でカバーすることが本来理想とされている。しかし、現
実には困難なので3年を目標としている。実際には、相当数の事件がこの3年を越えており、中には4
～6年を要するものもある（1997年に登録された4，719件中514件がこれに相当する。EGR　32）。
　判決の性質という点では、EGRは4つに分類する（EGR　32）。①判例集に登載して公刊すべき重要な判
決、②新しい問題を扱うが公刊するほどの重要性のない判決、③標準的判例法を単に適用しただけの判
決、④国内手続遅延に関する容易な事件、の四つである。問題は内訳とその推移である。1999年は全部
で177件の判決が、2000年は全部で695年の判決が出されているが、その内訳は次のように推移してい
る。すなわち、①は58件（33％）から94件（13．5％）、②は4件（2．2％）から35件（5％）は、③は
28件（15．8％）から81件（11．7％）、④は87件（49％）から485件（69．8％）である。1999年におい
てさえ④が半数を占めている上に、2000年にはさらに増加している。もしもこの傾向が続くとすれば、
裁判所の資源がルーティン（過去の事件によって結論が既に示されている類似事件の反復）によって消
ユーロ（2000年）、2900万ユーロ（2001）（EGR　18）．
17@Council　of　Europe，　European　Court　of　Human　Rights，　Survey　of　Activities　2001，　〈http：／／www．　echr．　coe．　int
＞．なお、EGRの挙げる数字とは若干齪齪する（Cf．　EGR　25）．
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費され、本来精力を注ぐべきもっとも重要な①に向けられなくなる危険である18。
　さらに、出された判決の確実な履行は、判決の実効性と重要な関係がある。これを監督するのは閣僚
委員会の役目であり、大方の事件において閣僚委員会は遅滞なくその役目を果してきたという評価がな
されてきた（EGR　33）。しかし、事件数の急増による負担増大という量的問題のみならず、締約国が判決
を履行しないという新しい問題も生じている19。
　EGRの分析として注目されるのは、現時点では裁判所が扱った件数は登録された件数に接近する傾向に
あり、新裁判所自体の「生産性」productivityは大いに上がったとする点である（EGR　29）。問題は登録
件数の増加率がこのまま高水準で維持されるならばすぐにカバーできなくなるという点である。では、
今後、この申立件数はさらに増加するのであろうか。EGは、この増加率がこの10年の間に緩和するとは
考えられないとする。まずヨーロッパ人権裁判所のパブリシティは「雪だるま」的にさらに増加してい
くことが予想できる。しかもこの10余年の間に加盟した東欧・中欧諸国からの申立件数の増加ペースが
高まるのはこれからだと推測される上、旧来からの締約国からの申立が減少すると考えられる証拠はな
い（EGR　35）。次に、包括的に差別禁止を規定する第12議定書が発効すれば、差別禁止という条項がカ
バー一一する領域の広範性ゆえに申立のさらなる増加も予想される（EGR　36）。ヨーロッパ評議会内部監査官
the　Council　of　Europe　Internal　Auditorは、2005年には20，720件の登録された申立が存在すると予
測している（EGR　37）。　EGとしては、手続の簡略化や作業方法の改善を行ったとしても、2000年に存在
した登録された申立と処理された申立との間の2775件のギャップは、2001年には3330件に拡大すると
予測し、裁判所の実効性を維持するためには迅速な行動が必要であると結論した（EGR　38）。
2．評価グループ設置の経緯
　EG設置の直接的発端は2000年11月3日及び4目にローマで開催された閣僚会議である。ECHR署名（1950
年11月4日）から数えて50周年を記念するために、ヨーロッパ評議会とイタリア政府は人権に関する
ヨーロッパ閣僚会議をロ・・一マで開催した（EGR　1）。同会議のテー一・マの一つが「国内レベルおよびヨーロ
ッパレベルにおける人権保護のための制度的・機能的整備」で、「ヨーロッパ人権裁判所の実効性の確保」
という項目も含まれていた（EGR　2）。これによって、ヨーロッパ人権裁判所等が表明してきた心配を閣
僚委員会が取り上げたことになる2°。他方、新裁判所は、1999年3月29日、ヨーロッパ人権裁判所の作
業方法に関するワーキング・パーティWorking　Party　on　Working　Methods　of　the　European　Court　of　Human
Rights（以下、　WPWMと記す）を設置し、仕事方法の改革を検討し始めた21。
　同ローマ会議終了時に採択された決議において、同会議は、永続的に増加する申立に直面する裁判所
18これについては後述3参照。
19 gルコの例（Loizidou　v　Turkey）について、　See，　Co㎜ittee　of　Ministers，　Interim・Resolution・DH（2000）105，21　HRLJ
272（2000）．
20ｷでに、閣僚委員会は、裁判所との問で連絡委員会Liaison　Co㎜itteeを設置している（EGR　2）。
21Council　of　Europe，　Three　Years’　Work　for　the　Future：Final　Report　of　the　Working　Party　on　Working　Methods
of　the　European　Court　of　Human　Rights（hereinafter　WPWM）（2002），　para．16－17．旧裁判所とヨーロッパ人権委員
会の仕事方法を基礎とする新裁判所規則は改革の必要性があると考えられたためである。
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の難局に懸念を表明し、条約システムの実効性自体が今や問題となっているという見解を明らかにし、
閣僚委員会に「連絡委員会、裁判所そして人権専門委員会を通じて、職務を遂行する裁判所を支援する
ためにとるべき火急を要する手段が何かを遅延なく明確にし、この新たな状況の視点から裁判所の実効
性を確保するための、様々な可能性と選択肢についての徹底的研究を、できるだけ迅速に開始する」よ
う要請した（EGR　2）。
　まず、前述の決議に対応して閣僚委員会が設置した特別ワーキング・パーティの要請を受けて、裁判
所のスタッフ増加が実現した。さらに同ワーキング・パーティ座長は、裁判所の中期的需要の分析が必
要であることを喚起し、そのためにEGの設置を提案した（EGR　3）。そこで閣僚委員会は2001年2月7
日の決定によってEGを設置した。そのメンバーは、　Mr　Justin　Harman（ヨーロッパ評議会アイルランド
常設代表兼連絡委員会委員長）、Mr　Luzius　Wildhaber（ヨーロッパ人権裁判所所長）、　Mr　Hans　Christian
KrUger　（ヨーロッパ評議会次席事務総長、事務総長代理として）である（EGR　5）。　EGの目的は、ヨーロ
ッパ人権裁判所の司法的地位およびそれに伴う制約を考慮に入れつつ、①ヨーロッパ人権裁判所に対す
る申立の現在及び予測される増加、そして当該増加を処理する同裁判所の能力に関する問題を検討する
こと、②改革の必要性に関する提案を行うために、同裁判所の実効性を保障するあらゆる可能な手段を
検討し、閣僚委員会に報告することである（EGR　4）。　EGは、ヨーロッパ人権裁判所、協議総会、人権専
門委員会、WPWM等他機関の協力関係の下に、18回に及ぶ審議を重ね、2001年9月27目に報告書を提出
した。
3。実効性を確保する措置
　EGが対応措置を考える上で維持すべき基本的条件は、①条約によって保障されている実体的権利を削
減しないこと、②個人の申立権は本質的に維持すること、③裁判所は合理的時間内に申立を処理する一
方で、その判決の質を維持することである（EGR　41）。これによれば、　EGはヨーロッパ人権裁判所自体の
機能・性格の抜本的変更を考えるものではない。しかし、前述したように、実際には現状分析の中で、
新たな認識が生まれた（あるいは潜在的にあったが、より明確になった）といえる部分もある。従来通
り個人申立を認めれば個人の具体的人権の救済になるとしても、申立増加によって訴訟遅延を招来し裁
判所が事件を処理できなくなれば、人権の救済がかえってはかられないというジレンマがある。
　EGは対応措置として、①国内的措置、②判決の履行、③条約改正を必要としない措置、④財源（スタ
ッフ、施設、財政等）、・⑤条約改正を必要とする措置、の5つに分類した。
　（1）国内的措置
　対応措置を検討する際に重要な基本的前提は、EHCR上の権利を保護する義務は第一次的には国内裁判
所をはじめとする国内機関にあり、ヨー一　pッパ人権裁判所が果す保護義務はその補充だということであ
る。だから、ECHRの国内的実施が改善されれば、ヨーロッパ人権裁判所の役割は縮小される以上、国内
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的措置は何よりも重要な要素である（EGR　44）。
　具体的には、次のようなものが列挙された22。①ECHR違反を予防・救済する実効的国内救済手段の確保、
②法案および行政慣行の組織的審査を通じてECHR基準との適合性の確保、③法執行機関に対する人権ト
レーニングの導入または強化、④ヨー一・ロッパ人権裁判所および同判例法に関する情報の国内機関におけ
る普及（特に主要判例の翻訳の提供）、⑤公衆の信頼を得られる国内裁判所の地位、権威、独立性の確保、
⑥ヨーロッパ人権裁判所違反判決の履行手段としての国内裁判所での再審（これは、特定の申立を国内
機関に送り返すこと（EGR　96）とも関連性がある）23、⑦大学法学部や専門職業機関のカリキュラムにECHR
および同判例法を入れるように促進すること（EGR　45）、⑧ECHRやその手続に関する適切な情報や助言の
締約国内での流布（EGR　46）24。⑧は、申立人が国内でヨーロッパ人権裁判所の管轄範囲や手続要件を正
確に知っていればストラスブールに来ることはなかった申立が相当存在することからくる。具体的方法
として、情報資料センター25の創設、国内人権機関26や法律扶助部門における助言の提供などが考えられ
る。⑥は、国際裁判所と国内裁判所との関係、とりわけヨーロッパ人権裁判所を補充的存在としてきた
位置づけに重要な変更を迫るものなのか興味深い。もちろん、閣僚委員会を筆頭に評議会内の各種機関
が相互連携を維持しつつ、国内的措置を監視することの重要性はいうまでもない（EGR　47）。
　（2）判決の履行
　判決の履行は閣僚委員会の任務であるが、実効的履行の確保という点では、閣僚委員会自体のみなら
ず、裁判所、協議総会、その他のチャンネルの活用が示唆される。もちろん閣僚委員会がどれだけ強力
なイニシアティブを発揮するかが鍵である（EGR　53）。
　判決が履行されなければECHR機構が実効的とはいえないという大前提はもとより、EGが国内的措置の
検討に続いて判決の履行について検討する理由は二つある。第一に、判決の履行自体がそもそも国内レ
ベルでの措置を必要とするのが通例だから、まさしく国内的措置に関連するといえるからである。第二
に、大半の事件で監視機構は良好に機能しているとはいうものの、深刻な問題を抱えている領域がある
からである。
　まず、第一の点であるが、ここでの特徴も、既存の権限分配や権限内容の変更に対する一貫した慎重
性である。それは、すでに協議総会の提案に対するEGの見解に表れている（EGR　49）。たとえば、第一
に、ヨーロッパ人権裁判所判決の解釈に関して閣僚委員会が裁判所に問い合わせる権限は、裁判所と閣
僚委員会の各々の責任を曖昧にし、かつ裁判所を権限外の領域に引きずり出すとする。第二に、判決の
不履行に対する罰金という考えには、どのようにして罰金を算出するのかという疑問、さらには、一般
的措置の実施には長期に及ぶ立法過程（しかも選挙、政権交代、審議時間不足などによって中断される
22これは、2000年11月のロー一マ閣僚会議で議論された手段の承認である．ヨーロッパ評議会の人権専門委員会（CDDH）
において現在検討中でもある。Cf．，　EGR　45．
コ6@Committee　of　Ministers’　　Recomrnendation　（2000）2．
24@Council　of　Europe，　Committee　of　Ministers，　Recommendation　Rec　（2002）　13．
25すでに幾っかの締約国に存在している。
26蒼熕l権機関は、ECHRの実際の基準と国内法との適合性にっいて政府に助言を与える点で有用な役割を果すととら
えられている（EGR　46）。
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可能性）が必要になるという考慮も示された。第三に、ヨーロッパ人権裁判所は締約国がとるべき措置
をより明確に示すべきだという考えに対しては、これまでの判例法上の立場に反するという。すなわち、
締約国こそが、いかなる措置が必要かを判断するもっとも適切な位置を占めており、だからこそ措置を
選択する際に自由を享受すべきであるという（締約国が裁判所の結論に完全に同意し、かつ閣僚委員会
の監視下に常にあるという条件の下で）。もっとも、この点に関しては、他方で裁判所の最近の慣行にっ
いて指摘する。これはECHR41条の文脈で、申立人に対する「公正な満足」の付与に関連して、原状回復
restitutio　in　integrumとなる手段を示唆するものである。これはもっぱら裁判所に任された問題であ
るが、EGは、適切な事件においてこの慣行をさらに発展させることが判決履行の文脈では有益と考える。
　第二の点として、判決の履行における重大な問題は、すでに条約違反が認定された事件と類似の申立
が、多数「反復」されていることである。その典型例がイタリアである（EGR　27）。申立の中でも特に多
いのは、国内裁判手続の長さがECHR6条1項の「合理的時間」を越えていると主張する申立である。1955
年から1999年にかけて受理された5，　307件中、3，129件以上がこれによる。とりわけ多いのがイタリア
で、1998年11月1日から2001年1月31日までの間に登録された21，128件の申立のうち、2，211件が
イタリアに対するもので、内1，516件は裁判手続の長さが争点である。また、2000年中に受理された申
立1，085件中、486件はイタリアを相手方とし、内428件は、裁判手続の長さという同じ争点に関するも
のである。しかも、2001年7月時点で、イタリアに対して10，000件を越える申立があり、内3，ll7件は
正式登録されたが書記局の人的資源不足から取り扱われないでいる。
　こうした状況において、EGが提案しているのは、各機関相互のコミュニケーションによる工夫である
（EGR　51）。すなわち、ある違反判決を裁判所書記局が閣僚委員会に伝達する際に、それと同種の係属中
の申立の存在（当該違反判決は「氷山の一角」に過ぎない）も同時に伝えることによって、閣僚委員会
は当該判決の執行を特別手続によって扱い、より迅速な取扱ができる。係属中の申立は裁判所によって
一定期間「凍結」され、定期的審査に服するものの、被告国によって必要な措置が取られるのに必要な
時間を認めるのである。この手続は、閣僚委員会が関係締約国に特別な圧力を行使することを可能にし、
裁判所が本案に関する、反復的判決を次々と出す必要性を減らすことができる。裁判所、閣僚委員会お
よびヨーロッパ評議会人権局相互のコミュニケーションを改善するために様々な手段（とくに情報技術
面）がとられていることについてEGは評価している（EGR　50）。
　そして、より穏健な示唆としては、閣僚委員会が現在使える全手段の活用である。そこで改めてその
価値が認識されるのが、ヨーロッパ評議会が有する諸々の政治的・議会的モニタリングである（EGR・53）。
ヨーロッパ・システムの強みは保障機構の多層性にある。最後に、判決の履行自体は閣僚委員会の仕事
ではあるものの、協議総会の役割にも注目する。協議総会は判決履行の問題をより詳しく取り上げ、定
期的議論を働きかける傾向がある。監視過程が、協議総会のメンバ・一一一のコンタクトや国内議会における
質問、ひいてはそれによる世論の注目によって促進される可能性があるからである（EGR　52）。
　（3）条約改正を必要としない措置
　まずEGとしては支持できない措置として次の二点が明示された（EGR　55）。第一は、手続の単純・迅
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速化という観点から手続の全過程を通じて申立人に法的代表（弁護士）を付けることである。これは国
内において適切な法的扶助が可能でないかぎり、多くの重要な申立を財政的理由から排除し、裁判所へ
のアクセスに対する不当な障害となるとする。第二に、申立受理までは、申立人は各国の公用語（現在
37の言語）が使える現行の慣行の変更にも反対し、同様に裁判所へのアクセスに対する不当な障害とな
るとする。その趣旨は、個人申立の機会を奪うことにつながる措置は受け入れがたいということである。
　他方、wpwmが手続過程に関して準備している提案27に対して、その根幹は、個人申立の流れにいかなる
制約も課してはならないが、その申立に対する裁判所の取扱については、申立の性質の内容に応じて分
けるべきだという点にあるとEGは理解し、同提案を基本的に支持している（EGR　57）。1999年12月6日
の全員法廷で採択された報告書において、wr’wmは量と質を向上するための勧告を行った。その中には、
書記局の法律家に申立を任せること、申立の取扱に目標を定めること、報告、決定および判決の形式、
暫定的申立の取扱に関するガイドライン、委員会、小法廷及び大法廷における事件の手続などが挙げら
れる。中でも、EGは、以下の点を評価する（EGR　56）。①「国別会議country　meetings」（特定の被告国
に対する申立に関連する状況の分析）と共に行う目標のモニタリングは、裁判所及び書記局内の事件配
分の調整を可能にした。②裁判前段階において書記局法律家（調査官）がとるべき行動に関する明確な
ガイドライン設定および同法律家と申立人との間の書簡の量を削減したことによって裁判前段階の手続
が合理化された。これによって法律家は裁判段階により多くの時間を取れるようになった。③申立を非
受理とずる提案が、小法廷よりも委員会に付託される数が増加しており、裁判官はより重要な事件に時
間をかけられる。④小法廷における事件において、単純な申立は、受理可能性と本案を同時に検討して
時間を節約する。だが、この中には個人申立の機会の縮減が懸念されるものも含まれている。
　改革委員会の提案（EGR　58）では、一定の種類の申立28は、登録されるべきではないとする（簡潔な理
由とともに登録しえないことを申立人に通知する）。それは一定数の書記局上級職員が裁判所の監督の下
遂行する。まず上級職員は、申立が拒否または非受理となるカテゴリーに該当するかどうかを認定し、
その結論が3人の裁判官で構成される委員会に提出される。上級職員は、検討を継続する理由がもはや
ない申立にっいては名簿からの削除も勧告できる。その他の申立については、標準的判例に従って、受
理可能、明白に根拠十分29、または一応受理可能であることを確定する。あるいは申立を被告国に通報す
るように勧告することもできる（後者の場合にはこの後は従来の手続による）。
　書記局の勧告が裁判官（一名）に承認されると、受理可能および明白に根拠十分と確定された申立は、
簡略手続によって小法廷によって決定される（一定期間内に政府側が異議申し立てないかぎり）。一応受
理可能と確定された申立が小法廷に付託されると、小法廷は、本案に関する判決に含まれた決定によっ
て、簡略な手続の下で受理可能と宣言できる（この場合には、被告国は本案に関する意見具申に受理に
27@M－BDembour，　　‘‘Finishing　Off”　　cases；The　Radical　Solution　to　the　Problem　of　the　Expanding　ECtHR　Caseload，
［2002］EHRLR　604，　at　605．　WPWMは1999年6月及び11月に報告書を出し、さらに2002年1月に最終報告書（supra・note
21）を提出した。
28?ﾌ的にはまた決定されていないが、明らかにごじっけ的事件や裁判所規則に規定された正式の条件を満たしてい
ないものが少なくとも該当する。
29Manifestly　ill－foundedの逆の概念として新たに提案（Cf．，　Dembour，　supra　note　27，　at　615）。
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関する意見を含めうる）。いずれの簡略手続においても友好的解決の機会を提供する。上記の提案には2
つの利点がある。第一に、初期の処理手続における書記局の仕事を単純化し、第二に、準備段階におけ
る裁判官の負担を軽減する。それによってもっと重要な仕事に時間をかけ、効率性が確保できる。EGと
して特に評価するのは下記の点で、近い将来に進むべき方向を示唆する提案とEGは考えている（EGR　60）。
①条約改正を含まないので、比較的短期間に実現できること、②決定過程における手続の段階を減らし、
仕事の重複を回避することによって、時間の節約と効率性につながること、③裁判所が直面する重要な
問題（重要ではない事件の持続的増加と多数の反復的事件）を軽減できること、そして④ある申立に入
念な取扱が保障されないからといって、個人申立権の真髄を侵害しないとした。　その他の提案として
は、類似の申立はまとめて扱うこと、受理可能性と本案の問題は可能な場合には一緒にして一つの決定
の中で決定すること、明白に根拠不十分の申立のための特別簡略手続を設置すること、「反復的申立」の
ために手続を改良することがある（EGR　61）。
　以上の提案は、実は書記局における実際上の実務を考慮に入れるとさほど変更を迫るものではないと
もいえる。手続過程において書記局の調査官は重要な実質的役割を果しており、現実を規則化するもの
といえる部分もあるからである。
　さらにEGが注目しているのは友好的解決の活用である（EGR　62）。政府側にとっては過度の注目を排
除できる手段であり、申立人にとっては迅速かつ確実な結果を得られる手段である上に、裁判所にとっ
ては予算節約の側面を有している（とくに事実認定が必要となる場合）。よって、EGは、解決の提案をた
だ取り交わすのではなく、適切な場合には、より早期に友好的解決が整うように、裁判所が現在よりも
積極的役割を果すことに賛成である。この解決プロセスを援助する特別なユニットを書記局内に設置す
ることも検討できる。それとの関係で、政府側に友好的解決を結び裁判所と協力するように奨励する決
議または勧告を、閣僚委員会が採択することも考えられる。申立人側のインセンティブを高める方法と
しては、裁判所からみると合理的と考えられる友好的解決の提供を、申立人が断ったような事件の場合
には、裁判所が「公正な満足」の中から訴訟費用を差し引くとことも考えうる。あるいは、申立人の友
好的解決拒否が不合理である場合には、裁判所は申立人の同意なしに申立をリストから削除することが
できるという案もある。
　事実認定の任務については、EGは、事実認定は例外的な事件に限定すべきだと考えている（EGR　63）。
時間・費用がかかる上に、事件発生から時間が経過しているために、立証度の点で事実認定が必ずしも
成功しないからである。なおEGは、事件急増および効率的かつ迅速な事件処理という点で情報技術の活
用に非常に期待する（EGR　64）。
　EGは、裁判所が、機関および活動に関して年次報告書を発行しつづけるべきだと考える（EGR　65）。一
般公衆はもとより、閣僚委員会、協議総会、国内の裁判所、関係当局および法律家（弁護士）にとって
有用であるだけでなく、全締約国がその立法や慣行をヨーロッパ人権裁判所の判例と合致させる上で役
立つからである。報告書が各締約国の言語に翻訳されていればその効果はいっそう大きい。さらに、待
機裁判官stand－by　judgeの設置や新たな部（fifth　section）の創設も支持する（EGR　87）。最後に、　EG
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が留意していることは、一定の問題は、ヨーロッパ評議会内における裁判所の制度的地位に関連してお
り、迅速に議論・決定される必要があるとする（EGR　67）。
　（4）財源（スタッフ、施設、財政等）
　EGの基本的立場は、不確実な将来の事件数は不確実であることから蓋然的予測に過ぎないことおよび
予算の無限的増加は不可能という慎重なものである（EGR　68）。
　まず、何よりもスタッフ増加のための追加的予算措置の実現を勧告する（EGR　69－71）。内部監査官の
試算によれば、将来的事件数の急増など諸般の事情を考慮すると2005年までに事件処理のために189人
の法律家および95人の事務官が必要だという。すでに2002年予算に計上されているもの（各々138人お
よび49人）を引き、かつ残務処理に向けられているもの（それぞれ25人および10人）を加えても、さ
らに法律家76人と事務官56人を雇うための財源が必要である（EGR　69）。
　スタッフを一気に増やすことは管理運営上の問題があるので、採用は2003年から2005年にかけて徐々
に行うことを推奨している。さらにこれに関連して、400人体制に必要な管理構造の強化にも言及し、8
つのポスト創設を勧告し、うち3つの管理ポストと2つの上級ポスト（Deputy　Registrar次席書記補）
については2002年からの実施を勧告した（実現済み）。
　その他、下記について勧告する。①裁判所の情報技術プログラム完全実施のための財源（EGR　64＆72）、
②人権局の関連部局のスタッフ増加のための財源（EGR　73）、③閣僚委員会の部局と事務局の関連スタッ
フ増強の必要性の検討（EGR　73）、④2001年末までにヨーロッパ評議会の建物の追加建設に関する決定を
行うこと（EGR　74）、⑤ヨーnッパ評議会の通常予算を定めるための基礎とは独立して裁判所の予算増加
を扱うことおよび裁判所の予算増加によってヨーロッパ評議会の他の活動に必要な財源を減らさないこ
と（EGR　77）、⑥裁判所予算を2年または3年ベースで計上するシステム（EGR　78）、⑦判決の履行につ
いても⑤および⑥の点を考慮すべきこと（EGR　78）。財源問題は、改革の実質的要である。裁判所および
判決の履行に関与する諸機関の予算拡張が2003年から3ヵ年計画で実際に決定されたことに、この問題
がいかに深刻に受け止められているかが明らかといえよう3°。
　（5）条約改正を必要とする措置
　上記の措置をとっても、2005年以降は再び裁判所の能力を越えること（登録件数として20，720件（2005
年）、41，440件（2010年）が予想）が確実なので、さらなる措置として条約の改正を伴う手段が最後に
検討された。ここでは相当革新的なものが視野に入れられた31。
　まず、EGが支持しなかったものを列挙する。第一に、事件数の問題を回避するために、地域人権裁判
所（ヨーロッパ人権裁判所自体は最終審としてとらえる）をヨーロッパ中に創設するという提案がある。
」e@Council　of　Europe，　Committee　of　Ministers，　Statutory　Report　2002，　Priorities　for　2003　－　Budgerary
［mp！ications，　805th　meeting，　17　July　2002．
‘1 ﾈお、EGRの註11では、裁判所所長Wlldhaber、彼自身の個人的見解を反映するもので裁判所の意見ではないこと、
裁判所はまだ条約改正については全員法廷において議論していないということをことわっている。
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EGは、基準と判例の不統一を招来する危険がある上に、統一的な首尾一貫した基準を集合的に確立・実
施するというEHCRシステムの精髄に反するとして支持しなかった。国内裁判所を改善して、ヨーロッパ
人権裁判所の第一審とみなす方がましだとする（EGR　83）。第二に、ヨ・一一一ロッパ人権裁判所が、国内裁判
所の要請によって条約上の問題について予備的裁定を行ったり、勧告的意見を提供したりするという提
案にっいても、現在の事件超過問題についてプライオリティを置くべきで、予備的裁定等を行う余裕は
ないとして、EGは支持しなかった（EGR　84）。第三に、決定権限を書記局職員に付与する提案については、
手続的事項はかまわないが、重要な事項についてまで及ぶべきではないとする（EGR　85）。第四に、委員
会や小法廷の規模の縮小という提案は、現在、時間不足なのは書記局であって裁判官ではないことから、
現状改革にはさほど有用ではないと判断した（EGR　86）。第五に、裁判官の増加も同様の理由で有用では
ないとする（EGR　87）。
　他方、下記の事項については、新たな議定書による実現の検討を勧告した。①条約の下で重要な問題
substantial　issuesを提起しない申立の詳細な検討を拒否する権限を裁判所に付与することおよび申立
を国内関係当局に移送するメカニズム（EGR　92－96）、②裁判所の裁判官は、9年以上の任期（再任なし）
で選出されるようにすること（EGR　89）、③現在、条約中に規定されている重要性の低い事項を、より簡
単な手続によって修正可能な独立した文書に移すこと（EGR　88）である。同時に、裁判所との協議の下
に、申立の第一次審理を行う独立部署新設の可能性についての調査を勧告した（EGR　98）。
　以上がEGRの主たる内容である。　NGOからの注目を集めたEGRだが、中でも批判の中心となったのが、
重要問題ではない申立の拒否をはじめとする個人申立の機会縮小につながる諸提案であったことを付言
しておく32。
4．今後の展望
　EGの提出を受け33、2001年11月8日、閣僚委員会は「ヨーロッパにおける人権保護に関する宣言：ヨ
ーロッパ人権裁判所の長期的実効性の保障」34を採択し、EGの勧告を好意的に受け止め、勧告についての
迅速な検討を要請した。その結果を踏まえてさらに、2002年11月7日、閣僚委員会は、「ヨーロッパの
ための人権裁判所に関する宣言」35を新たに採択した。同宣言は、人権専門委員会（CDDH）に対して遅く
とも2003年春までに、①国内レベルにおける侵害の防止と国内的救済の改善、②選別の実効性と選別後
の申立処理の実効性の最適化および③判決の履行の改善と迅速化を重視して必要な措置の提案（条約改
32Wadham　and　Said，　What　Price　the　Right　of　lndividua1　Petition：Report　of　the　Evaluation　Group　to　the　Cominittee
of　Ministers　on　the　European　Court　of　Human　Rights，　［2002］　EHRLR　169　（2002），　Cooke，　Proposed　Reform　of　the
European　Court　of　Human　Rights，　Newsletter　（British　正nstitute　of　Human　Rights，　Spring　2002）　and　KHPP，　11
Newsline　8　（Spring　2000）．
33ｳらに、2002年1月に、裁判所と書記局のメンバーによって構成されたワーキング・パーティから、最終報告書（supra
note　21＞が出されている。
34Council　of　Europe，　Co㎜ittee　of　Ministers，　Declaration　on　the　Protection　of　Human　Rights　in　Europe：
Guaranteeing　the　long－term　effectiveness　of　the　European　Court　of　Human　Rights，　〈http：／／cm。　coe．　int／　stat／
E／Public／2001／adopted＿texts／declarations／2001dec7．　htm＞．
35C・un・i1・f　Eur・P・，　C・m・ittee・f　Mi・i・t・r・，　Declarati…nth・C・urt・f　H・man・Right・f。r　Eur。P，，〈http・／／
cm．　coe，　int／stat／E／Public／2002　／adopted＿texts／declarations／2002dec7．htm＞．
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正を必要とする手段を含む）をまとめ閣僚委員会に提出する予定で作業中である36。
　議論の中核はあくまでも現状に対応するための手段の検討であって、あるべきヨーロッパ人権裁判所
の模索という抽象的・理論的検討としてではない。しかし随所で指摘したように、条約改正をも必要と
する機構改革の内容およびその是非は、背後にある理論的問題を自ずと浮き彫りにしはじめている37。第
11議定書による改革自体は、ヨーロッパ人権裁判所の機能・性格を根本的に変えるものではなく、むし
ろヨーロッパ人権委員会の仕事をヨ・－mッパ人権裁判所が受け継ぐことによって旧制度と新制度との継
続性は維持しつつ、二つの機関の統合によって能率性の向上がはかられ、訴訟遅延が解決されるはずだ
というものであった（だからこそ議定書発効が実現し、制度変更が比較的スムL－一一ズに完了したともいえ
る）。言い換えれば、事件数急増による訴訟遅延の要因に対する根本的解決策ではなかったのである。今
回の議論においては、「ヨーロッパ人権裁判所をいかなるものとして位置づけるのか」という議論が見え
隠れしている。議論を大きく二つに分ければ38、制度設計の方針として効率性を基調とする制度改革論（結
果的に個人申立の機会の制約）に慎重または懐疑的な立場は、ヨーロッパ人権裁判所の存在意義は、条
約上の権利（人権）を侵害されたと考える者は誰でも申立を行い、救済を得る点にこそあると考えてい
る。他方、裁判所は、重要ではない事件に時間を費やすことは止め、本来裁判所として扱うべき事件に
専念すべきであるという立場は、その根底にヨーロッパ人権裁判所を「憲法裁判所」として、重要な事
件に対する判決を「憲法的判決」とみなそうとする発想がある。ヨーロッパ人権裁判所現長官Wildhaber
は、この問題を個人の救済individual　reliefか憲法的任務constiututional　missionかという形でと
らえ、急増する申立件数と加盟国数を考慮に入れると、もっぱら前者にだけ基盤を置く裁判所制度はあ
りえないとする39。この図式は、憲法学において、違憲審査制の目的は私権保障か憲法保障かという形で
行われた議論ともオーバーラップする。さらに、こうした理論的検討と平衡して実は実態（書記局の実
際上の実務）の規則化・理論化という側面があることも見逃せない。今や、新たな選択議定書の可能性
も含め、今後の改革の動向を踏まえながら、実態の分析・検討も交えた裁判所の性格・目的・役割の理
論的検討が必然的である4°。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（えじま　あきこ）
3G　CM／AS（2003）Quest413　fi【lal　（restricted）　15January　2003，　〈http；／／cm．　coe．　int／stat／E／Public／2003／cmasquest
／2003smasquest413final．htm＞．
3T　M－B　Dembour，　supra　note　27，　at　607，　n．20．
乙81d　a　t　621を参考にした。　svpwnl及びEG内でも議論は多岐に分かれる。
39Wi！dhaber，　A　Constitutional　Future　for　the　European　Court　of　Human　Rights？，23　HRLJ　161，　at　162．なお、
Wildhaberが大陸諸国出身（スイス）の裁判官であることを想起すると、いわゆる大陸型の憲法裁判所に対する知識の
影響も推測できる。とすれば個別事件における具体的救済の有無を重視する立場は、コモン・ロー諸国出身者の発想
との推測も可能であろうか。Cf、，Dembour，　supra　n・te　27，　at　623，　n　20参照。
4° 攪_的考察に主眼を置く考察は、WPWMの最終レポート等の検討を含め別稿で扱う予定である。
＊　紙幅の関係一ヒ、註は省略・簡略化した。
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